
 

資格審査申請書提出上の留意事項  

  

   資格審査申請書に添付する書類は、労働組合法第２条及び第５条第２項の規  

  定に適合することを立証するために必要なものです。これらの書類を欠いた申  

  請がなされますと申請が却下されることもありますので、次の事項に留意して  

  作成し、提出してください。  

  １ 総括事項  

   (1) 各書類は、それぞれ１部作成してください。  

   (2) 「組合会計関係書類の写し」の末尾には、その作成年月日及び大会承認年

月日を記載してください。  

   (3) 提出書類を訂正したときは、余白に削除、挿入、訂正の表示をしてくださ

い。  

   (4) 申請書記載の書類以外に立証資料があれば適宜提出してください。  

    (5) 申請組合が連合団体である場合、原則として当該連合団体及び連合団体か

ら抽出した３つの構成下部組合について、各書類の作成が必要です。  

   

  ２ 資格審査調査表  

   (1) 組合現況調査表  

    ア 「組合員数」欄は、作成日現在における員数を記入すること。  

    イ 「労働協約」欄は、労使間で労働条件等の全般にわたって締結した包括

的な労働協約がない場合には記載しないこと。  

    ウ 「他組合の有無・組合名」欄は、申請組合が属する会社（団体）に申請

組合以外の組合がある場合に記載すること。  

    エ 「既往資格審査決定」欄は、以前に当委員会で資格審査の決定書写し又

は証明書を交付されたことの有無を記載すること。  

   (2) 労組法第２条関係調査表  

    ア 「組合専従者数」欄は、作成日現在における人数を記載すること。  

    イ 「非組合員の範囲」欄は、組合規約又は労働協約等に定められているそ

の範囲を記載すること。  

    ウ 「組合専従者の給料、保険料等の負担の状況」欄は、組合・会社（団体）

の負担の別及びその割合を記載すること。  

    エ 「就業時間中における組合活動の取扱状況」欄は、組合活動を勤務時間

内に行った場合における給料・手当・旅費等の取扱状況を記載すること。

なお、労組法第２条第２号但書の規定に該当する場合には、カッコ書きで

その許された範囲を記載すること。  

    オ 「組合事務所の貸借状況」欄は、事務所の面積、賃借・使用料の有無及



びその金額を記載すること。  

    カ 「会社（団体）の備品使用の状況」欄は、組合が常時使用している会社

（団体）所有の備品種別・個数・使用料の有無及びその金額を記載するこ

と。  

    キ 「消耗品費、電気・ガス・上下水道料、電話料等負担の状況」欄は、組

合・会社（団体）の負担の別及びその割合を記載すること。  

   

  ３ 組合規約及びその附属規程の写し  

   (1) 組合規約の全文を提出してください。  

   (2) 組合規約に附属する諸規程（選挙管理規程、組合専従規程等）があれば、

それらも全文を提出してください。  

   (3) 申請組合が連合団体である場合、当該連合団体についてのみ組合規約及び

その附属規程の写しを提出してください。抽出下部組合については提出する

必要はありません。  

   

  ４ 労働協約  

   (1) 労組法第 14条の規定による労働協約及びその附属諸規程等の全文を提出し

てください。  

   (2) 次にあげるような事項について、個別に協約・協定・覚書等を締結してい

る場合には、それらの全文を提出してください。  

     ・非組合員の範囲に関するもの  

     ・組合専従者の取扱いに関するもの  

     ・組合活動に関するもの  

     ・会社施設等の使用に関するもの  

     ・その他労組法第２条第１号及び第２号に関するもの  

 

  ５ 組合役員名簿  

   (1) 組合役員名簿は、役員全員について記載してください。  

   (2) 「出身支部(組合)名」は、連合団体である労働組合の場合に記載すること。 

   

  ６ 組合会計関係書類  

    申請時の直近の大会（総会）において承認された組合会計報告書（決算・予

算）を提出してください。  

   

  ７ 会社（団体）機構（職制）一覧表  

   (1) 会社（団体）機構（職制）を明確に記載し、組合員の範囲を朱線で明示す

ること。  



    (2) (－)内には、作成日現在における従業員数を下段に、その内の組合員数を

上段に記入してください。  

    (3) 申請組合が連合団体である場合、抽出下部組合について本表を作成してく

ださい。  

                                           （朱線で表示する）  

    <記載例>   ○○係長    係員(-) 

    

    
 人事課長   補佐    

   ○○係長    係員(-) 

   

   

   

   

 総務部長    

 
 

 

 
  ○○係長(-)  係員(-) 

 経理課長   補佐    

  

 

 

 ○○係長(-)  係員(-) 

  社長   専務   

       

   

   

   

  ○○係長(-)  係員(-) 

 

 
 第１課長   補佐    

  

 

 

 ○○係長(-)  係員(-) 

 製造部長   

   

   
  ○○係長(-)  係員(-) 

 第２課長   補佐    

     ○○係長(-)  係員(-) 

                     （従業員数  人、組合員数  人）  

 

  ８ 組合組織表                                                           

    申請組合が連合団体である場合は、次により組合組織表を作成してください。 

                                                                 

                                                                          

    <記載例>                                                             

     支部(組合)名                        

 事務所所在地（又は所属事業所名）      

 組合員数                            

         申 請 組 合 名 

         事務所所在地  

 

 

 

 

         組 合 員 数                                            

   支部(組合)名                        

 事務所所在地（又は所属事業所名）      

 組合員数                            

  

 

 

   

 



  ９ その他  

書類作成に当たって不明な点があれば、下記までお問い合わせください。  

   

   

 

 

 

 

 

 

 

  新潟県労働委員会事務局  

    〒950-8570 

    新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁 16 階  

     T E L 025-280-5544(直通) 

     F A X 025-280-5514 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


